
京都ならではの歴史博物館の機能の検討に係る基礎調査業務委託の
公募型プロポーザル募集要項
　
１　業務の概要（詳細は別紙２「業務委託仕様書」のとおり）
⑴　委託業務名
京都ならではの歴史博物館の機能の検討に係る基礎調査業務委託
⑵　委託期間
契約締結の日から令和７年３月３１日まで
⑶　委託業務内容
京都市が抱える文化財行政に関する周辺課題を整理し、その解決の方策となるような他都市事例の収集等を行い、京都市に求められる歴史博物館機能の検討を行うための基礎調査を行う。
⑷　委託金額の上限額
金５，３００，０００円（消費税及び地方消費税相当額を含む。）
２　参加資格
　　次の条件を満たすこととする。
　　なお、契約締結後であっても、以下の条件を満たしていないことが判明した場合には、本市は契約を解除できるものとする。

⑴　地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の１１第１項において準用する第１６７条の４の規定に該当しない者であること。
⑵　京都市契約事務規則第４条に規定する一般競争入札有資格者名簿若しくは第２２条に規定する指名競争入札有資格者名簿に登載されている者であること。

⑶　本件の募集開始の日から応募締切日までの間において、京都市競争入札等取扱要綱第２９条の１の規定に基づく競争入札参加停止措置を受けていない者であること。
⑷　過去２箇年の消費税及び地方消費税、市町村民税及び固定資産税を完納していること。

⑸　宗教活動や政治活動を主たる目的としない者であること。特定の公職者又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした者でないこと。

⑹　その他、公共の福祉に反する活動をしていないこと。また、京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者でないこと。
⑺　過去に博物館施設又は公共施設の整備計画策定業務の実績を有すること。
３　参加手続等

本プロポーザルの参加を希望する者は、次のとおり、必要な手続等を行うこと。

⑴　参加表明書等の提出
ア　提出書類
以下の書類を、郵送又は持参により提出すること。

(1) 「参加表明書」（様式１）
(2) 「業務実績申告書」（様式２）
博物館又は公共施設の整備計画策定業務に係る実績について、一契約ごとに業務名及び発注元を明記すること。
(3) 「会社概要」（様式３及びパンフレット（ある場合））
イ 提出部数

上記アの提出書類 各８部

ウ 提出先
６　問合せ先及び関係書類の提出先を参照のこと
エ 提出期限

令和６年８月２１日（木）午後５時までとする。

なお、郵送の場合は、上記提出期限必着とする。
オ　参加の対象外となる場合
参加表明書等が次に掲げる場合に該当するときは、参加の対象外とし、電子メール及び書面により、その旨を通知する。

(ｱ) ２ 参加資格に掲げる資格のない者が提出した場合

(ｲ) 提出方法、提出先又は提出期限に適合しない場合

(ｳ) 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合

(ｴ) 虚偽の内容が記載されている場合
⑵　質問及び回答

参加表明書等を提出した者からの質問の提出を受け付ける。
　　ア　質問の方法
６　問合せ先及び関係書類の提出先に記載のメールアドレス又はＦＡＸ番号宛てに、必要事項を記入した「質問書」（様式４）を送付すること。電話での質問は一切受け付けない。
イ　質問の提出期限
令和６年８月１５日（木）午後５時まで
※　電話にて、電子メールまたはＦＡＸの到達確認を行うこと。
ウ　質問の回答

令和６年８月１９日（月）午後５時までに、参加表明のあった者全員に対し、回答を電子メールまたはＦＡＸにより送信する。
⑶　企画提案書等の提出
ア　提出資料
「（別紙１）京都ならではの歴史博物館の機能の検討に係る基礎調査業務委託の公募型プロポーザル企画提案書等作成要領」に基づき作成し、郵送又は持参により提出すること。
　　イ　提出部数

　　　　８部
　　ウ　提出場所

　　　　６　問合せ先及び関係書類の提出先を参照のこと
　　エ　提出期限

　　　　令和６年８月２３日（金）午後５時までとする。
なお、郵送の場合は、上記提出期限必着とする。
　　オ　選定の対象外となる場合

　　　　企画提案書等が次に掲げる場合に該当するときは、選定の対象外となり、電子メール及び書面によりその旨を通知する。

　　　(ｱ)　２　参加資格の条件を満たさない者が提出した場合

　　　(ｲ)　提出期限、提出先及び提出方法に適合しない場合

　　　(ｳ)　記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合

　　　(ｴ)　虚偽の内容が記載されている場合
　　　(ｵ)　企画提案書等に記載された見積金額が委託金額の上限価格を超えた場合
４　受託候補者の選定
⑴　選定方法

　　　選定は、「京都ならではの歴史博物館の機能の検討に係る基礎調査業務委託の受託候補者選定委員会」（以下、「選定委員会」という。）が行う。選定に当たっては、別紙３に掲げる評価項目について、企画提案書等の提出書類の審査を行い、最も優れた提案を行った者を受託候補者として決定する。
　　　なお、受託候補者に選定された者の辞退や、本市との協議の不調により本市と業務委託契約ができない場合は、次点者を受託契約者とする。

　⑵　プレゼンテーション審査
　　　令和６年８月２９日（木）にプレゼンテーション審査を行う。時間・場所等の詳細については、企画提案書等の提出後に連絡する。
　　　なお、プレゼンテーション審査時の追加資料の配布は認めない。

⑶　選定委員会の体制
　　　選定委員会は、以下の４名で構成する。
　　京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財担当部長（委員長）
　　京都市文化市民局文化芸術都市推進室埋蔵文化財研究所改革担当参事

　　　京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財保護課長
　　　京都市文化市民局文化芸術都市推進室歴史資料館次長
⑷　選定結果の通知
　　　選定結果については、令和６年９月４日（火）までに参加者全員に通知するとともに、参加した事業者名及び評価点等を京都市情報館（入札・公募型プロポーザル情報）に公開する。
５　その他
　⑴　提出書類の作成及び提出に関する全ての費用は、書類提出者の負担とする。
　⑵　公募手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。
　⑶　企画提案書等の提出期限後の差替え及び再提出は一切受け付けない。
　⑷　提出された書類等の返却は行わない。
　⑸　様式は、京都市のホームページ上（入札・公募型プロポーザル情報）からダウンロードできる。
６　問合せ先及び関係書類の提出先
　　〒６０４－８５７１
京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８番地 分庁舎地下１階
　　京都市文化市民局文化芸術都市推進室文化財保護課（担当：誉田、安井（昌））
　　ＴＥＬ：０７５－２２２－３１３０　ＦＡＸ：０７５－２１３－３３６６
　　メール　bunka-hogo@city.kyoto.lg.jp
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